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研究成果の概要（和文）：わが国の生活保護制度の就労支援は、中間的就労に重点をおいているが受け皿が少な
い。しかし、KPI指標を設定し成果を管理しようとするところに特徴がある。一方、韓国における就労支援は、
成果主義であった希望リボンプロジェクトが廃止された。そして、福祉部と労働部の一体的包括的支援を行う雇
用福祉プラスセンターが設立されている。また、南楊州市の独自の生活困窮者自立支援事業であった希望ケアシ
ステムは、就労による自立が困難な者に対する包括的ケアを提供するために京畿道全域に拡大している。

研究成果の概要（英文）：The working support of the livelihood protection system of our country 
establishes an important point for the middle working, but there are few saucers, and, however, the 
place that I set KPI index, and is going to manage the result is characteristic, and the hope ribbon
 project that was the principle of result was abolished, and and welfare region and an employment 
welfare plus center supporting of the inclusion of one of the Labor Relations Division are 
established, and the working support in Korea enlarges the hope care system which was's original 
life poor independence support business of the State of south Yang city again throughout Gyeonggi Do
 because independence by the working provides care of the inclusion for a difficult person.

研究分野：社会福祉学

キーワード： 公的扶助　生活困窮者　自立支援　就労支援　機能分化　国際研究者交流（韓国保健社会研究院）
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

わが国は、2004 年に社会保障審議会福祉部

会「生活保護制度の在り方に関する専門委員

会」報告書（以下、「報告書」という）に基

づき、生活保護制度のなかに自立支援プログ

ラムを導入した。その背景として、現在の福

祉事務所には、被保護者に対する生活指導や

就労指導を行う機能が脆弱であり、生活困窮

者が抱える複雑で多様な問題に対応しきれ

ていない（下村 2002）などの厚生労働省の認

識があった。このため、従前どおり、国の誘

導（丹波 2006）もあり就労指導型「生活保護

受給者等就労支援事業」を全国一律に取り組

むこととなる。一方、自治体独自の個別支援

プログラムに関しては、「就労支援員を配置

するなどして、独自の就労支援プログラムに

取り組んできた自治体」（布川 2006）もある

が、就労支援に偏ったプログラムとなってい

る。 

その原因としては、個別支援プログラムの

整備方法として、「活用できる他法他施策そ

の他の地域の社会資源を積極的に活用する。

こうした社会資源が存在しない場合には、実

施機関等において必要な事業を企画し、実施

する。･･･地域の適切な社会資源への外部委

託（アウトソーシング）等により、実施体制

の充実を積極的に図るとともに、セーフティ

ネット支援対策等事業費補助金や生業扶助

を積極的に活用する」（平成 17 年 3 月 31 日 

社援発第 0331003 号「平成 17 年度における

自立支援プログラムの基本方針について」）

とあるにもかかわらず、自立支援のためのプ

ログラム作成は福祉事務所任せであること

や自立支援のための社会資源の圧倒的不足

といった問題への改善がなにもされないこ

とにある。いわば自立支援プログラムの導入

によって生活保護制度の一つの目的である

自立の助長というソーシャルワーク機能が

地域福祉化されたことに対して、「自立支援

プログラムは「農作物」と同じで、福祉事務

所ごとの「気候、風土」にあわせたものを、

「農地」を一番よく知っている現場のケース

ワーカーが作成する」（池谷 2006）として、

自立の主体である利用者本位の視点が乖離

していることや、「制度の谷間にあるニーズ

を特に重視し、また特別の困難を抱えた人々

のソーシャルインクルージョンを進める」と

いう「新たな支え合い」の仕組みをつくるた

めのコミュニティソーシャルワーク（田中

2010）の視点の欠如にある。具体的には、専

門職に関係する連携の三つの側面、すなわち

保健・医療・福祉等の多領域専門職の連携、

対象属性別専門職の連携、そして専門職と非

専門職の連携（菱沼 2010）の脆弱性を指摘す

ることができる。 

こうした状況のなか、生活保護受給者数は

約 204 万人（2011 年 6月末現在）で、過去最

多受給者数を超えようとしている。なかでも

長引く経済不況を原因とする失業者などの

ワーキングプアを含む「その他世帯」の増加

率の伸長は著しい。このことは、有期保護制

度を導入提言（「新たなセーフティネットの

提案『保障する制度』から『再チャレンジす

る人に手を差し伸べる制度』へ」（新たなセ

ーフティネット検討会）、指定都市市長会「社

会保障制度全般のあり方を含めた生活保護

制度の抜本的改革の提案」）する要因にもな

っており、「労働市場への『再挑戦』を可能

とするための『バネ』としての働きを持たせ

る」（報告書）というワークフェア・システ

ム構築のための自立支援プログラムの役割

と課題がこれまでにも増して福祉事務所に

厳しく問われている。 

このような点をふまえ本研究は、これまで

の我々の研究（科学研究費補助基盤研究（B）

平成 18～21 年度「日韓公的扶助におけるワ

ーキングプア対策としての自立支援の在り

方に関する比較研究」）の成果や（平成 23

年度セーフティネット支援対策等事業（社会

福祉推進事業分）「フードバンク事業を活用



した社会的就労支援に関する研究」等）を基

礎とし、生活保護制度に該当しないか、もし

くは生活保護申請の意思のない生活困窮者

を対象にし、第１に就労自立支援に必要不可

欠な社会資源に関して社会貢献事業を担っ

ているNPO法人等を活用した開発方法を試み

る。第２は、就労自立の前段階としての社会

的就労の場の有効性について実証的に検証

する。そして、就労自立支援の実際を通じて、

福祉事務所と社会貢献事業体との機能・役割

分担の在り方についても検討を行うことと

した。 

 
２．研究の目的 

 本研究は、生活保護制度に該当しないか、

もしくは生活保護申請の意思のない生活困

窮者に対し、社会貢献事業を基盤とする社会

的就労を通じた就労自立支援の在り方につ

いて研究するものである。特に、就労自立支

援に必要不可欠な社会資源が乏しいわが国

にとって、就労の場を形成することは社会的

要請の増大もあり、きわめて重要である。こ

のため、社会貢献事業を担っている NPO 法人

等を活用した、就労自立の前段階としての社

会的就労の場の有効性について実証するこ

とを目的とする。また、就労自立支援の実際

を通じて、福祉事務所と社会貢献事業体との

機能・役割分担の在り方についても検討する。 

 
３．研究の方法 

本研究の研究対象者は、稼働能力を有する

生活保護制度に該当しないか、もしくは生活

保護申請の意思のない生活困窮者である。対

象とした機関は、日本では社会貢献事業を基

盤として社会的就労による自立支援に取り

組む NPO 法人等と福祉事務所であり、韓国で

は地域自活センター、希望ケアセンター、社

会的企業等である。また、就労支援の先進国

（北欧三国、フランス、アメリカ）に関する

調査も追加的に実施した。役割分担に関して

は、NPO 法人等と韓国の地域自活センター、

希望ケアセンター、雇用福祉プラスセンター

（福祉部）に関する分野を下村が行い、特に

南楊州市の調査では李錫佑（イ・ソグ）市長 

の協力を得て実施することができた。五石は

社会的企業及び雇用福祉プラスセンター（雇

用部）に関する分野を中心に行う。韓国の調

査研究に関しては、下村・五石・高間の３人

が共同して取り組むが、中央自活センター、

社会的企業ネットワーク、南楊州市及び韓国

保健社会研究院のノ・デミョン博士の協力を

得てヒアリング調査を実施した。日本での調

査は、下村・畑本を中心に NPO 法人と福祉事

務所等の就労支援専門員に対するアンケー

ト調査及びヒアリング調査を行った。また、

北欧三国と仏国・米国における就労支援に関

する民間団体等への調査は川村と菅野が新

たに調査に加わった。櫛部は全体を通して協

力を行った。 

  
４．研究成果 
（1）韓国における希望リボンプロジェクト 
（Hope Re-born Project:HRP）について 
① 自活事業を積極的に推進するための戦
略であるHRPの成果と課題を明らかにするた
め、ソウル市恩平区庁、アウトソーシング先
であるインジウス社社長及び地域自活セン
ターに対してインタビュー調査を実施した。 
 韓国の自活支援は、保健福祉部が所管する
HRP と雇用労働が所管する就労成功パッケー
ジの2種類ある。前者は条件付受給者のうち、
自活力量評価が 70 点未満の勤労能力が低い
者を対象とし、後者は 70 点以上の能力の高
い者を対象としている。このことから就業成
功プロジェクトによる国民基礎生活保障法
（NBLSA）からの脱却率は高いと思われてい
た。しかし、大友ら（2013）によって「新た
な自立支援戦略」として評価された HRP の方
が高い脱受給を示した。それは HRP を制度導
入時から受託している同社のハン・ジョイ社
長の言説からも明らかである。すなわち、ソ
ウル市を初めとして5箇所の自治体で運営し
ていて、脱受給は 25%と高い。その理由は、
就労成功パッケージの数が少ないためHRPに
流入してくるためである。就労支援は、職業
相談士、社会福祉士等による「個別」「密着」
型の相談体制が取られている点にあるが、こ
れだけでは脱受給は上がらない。同社への成
功報酬は、委託費の定額部分が 40%程度なの
に対し、60%と高いことにある。このため、 
受給者の受け入れ段階での選別を行ってい
ることである。また、NBLSA の自活支援の対



象者を自立の可能性が高いか、可能性の低い
者を支援の過程で排除するものであること
が分かった。一見、脱受給の成功率は高く思
えるが、振り落とされる受給者の数が多いこ
とから行政側も効果があまり期待できない
と判断し、2015 年からは除外を検討すること
となっている。 
② 社会的企業の推進による防貧策に関する
調査のためソウル市社会的経済課やソウル
社会的経済支援センターでヒアリング調査
を実施した。地域自活センターに所属する小
規模な団体の「社会的協同組合」（2012）化
が進んでいる。参加者は 40 歳代からの社会
的弱者の中高年者が多く、30 名くらいで形成
されており、従来の個人事業主としての創業
とは大きく性格が異なる。また、協同組合間
のネットワークが形成されている。今後の課
題は、社会的経済（SE）により、職業訓練を
行政が取り入れることと、行政による製品購
入と優先発注の保証である。 
（2）韓国における生活困窮者支援の実態調
査について 
① 京畿道南楊州市において、2014 年 1 月か
ら韓国版の生活困窮者自立支援事業として
始まった希望ケアシステム（Hope care 
System:HCS）に関して、我々の研究チームが
日本で最初に視察・ヒアリング調査を実施し、
その後も継続して調査を行っている。HCS は、
同市の李錫佑（イ・ソグ）市長が初めての選
挙に立候補した際、選挙公約に掲げたものを
実現したものである。ケアは、精神障害者や
母子家庭の母親、療育支援を必要とする児童
や地域で孤立している高齢者などを一箇所
の希望ケアセンターにおいて支援される。そ
して、フードバンクでは、食料の提供・配布
を行うなど包括的総合的な支援体制が取ら
れている。 
 また、希望ケアセンターでは、行政の職員
と民間（地域自活センター）の職員が同じ事
務所で仕事に当たっているところに特徴が
有る。これは今後、日本において生活困窮者
自立支援の体制を強化する上でも示唆的な
取り組みであると言える。ただし、官民の連
携が上手く取れている区は、東西南北の４区
のなかでは、新興区である北区がもっとも自
然に協働が図られていた。 
 なお、現在、HCS は、その効果が認められ
「無厳支援（ムハントルポム）」という名称
で京畿道全域に拡大しており、更なる展開が
期待される。 
② 雇用福祉プラスセンターの調査について 
 前述したように、これまで韓国での自立支
援は保健福祉部と雇用労働部が役割を分け
て対応してきた。この点では日本と同様であ
った。しかし、希望リボンプロジェクトは
NBLSA の予算削減（保護費削減）にはあまり
寄与していないことから、事業を廃止し、就
労成功パッケージプログラムを拡大した雇
用福祉プラスセンターへ移行する予定であ
る。これは自活支援センター改編の失敗とし

て評価される。 
 就労成功パッケージは、プログラム適用期
間が 1 年間で、3 段階で実施される。第一段
階は、3週間から 1か月の間で 24 時間の相談
と心理検査を行い、就職計画が義務づけされ
ている。第二段階は、概ね 6か月までの間で
あり、就職のための技術取得が任意で受講で
きる。そして第三段階では、就職の斡旋が行
われる。面接同行や、事後管理、事例管理で
ある。すなわち、受給者への就労支援として
は「寄り添い型」であり、利用しやすいとい
うメリットがある。 
 こうしたなか、南楊州市で雇用福祉総合セ
ンターがモデル事業として設置され、その後 
雇用福祉プラスセンターとして展開するこ
ととなった。雇用福祉プラスセンターでは、
条件付き受給者だけでなく、一般の失業者も
同センターを経由してワンストップ型の相
談が実施されている。これは、国民基礎生活
保障法のカスタマイズ化、すなわち、医療扶
助、住宅扶助、教育扶助の単給化によって生
じる受給者の増加に備えるために事例の統
合管理を進めるうえでも重要であったと言
える。 
（3）先進諸国における就労支援の調査 
① フランスでは社会的参入企業である ARES
を訪問した。同社はアソシエーション（日本
の NPO に近い組織）であるが、400 人の従業
員（2013）を要し、全国展開を目標に掲げて
いた。傘下の LOGINS では、刑務所からの出
所者やホームレスの方たちをパートではな
く正規職員として雇用している。フランスの
公的扶助である RSA（就労連帯所得）のメリ
ット、就労したら保護者にその分だけプラス
になる点を利用し、世界的化粧品会社ロレア
ルなどの箱詰め作業など簡易な仕事の請負
いから、パソコンを使った専門的な仕事へと
可能性を広げた支援が行われていて、この段
階になると半年でRSAから脱却が可能である。
また、モザイクでは、大学を出ても就職がな
いRSAを受給せざるを得ない若者に対する就
労支援を行うアソシエーションであり、2008
年に設立されている。特徴的なのは、ビデオ
による履歴書を作成し、個人ごとの web サイ
トがあり大企業からお金をもらっているこ
とである。小規模な企業（250 人以下）は無
料で利用できる。個人の履歴から企業がマッ
チングするシステムであり、日本での活用に
関しても示唆的である。 
②ノルウェーにおける調査 
 ノルウェーでは、オスロ大学社会科学科の 
アニータ教授から NAV（ナーブ）について知
見を得、また NAV 北部センターとノルウェー
赤十字センターを視察した。 
NAV は国の機関である年金・職業安定所と
福祉の業務を統合した組織であり、ワンスト
ップのサービスを提供する組織である。ここ
では、経済的相談・支援を必須の業務とし、
他に薬物依存者や移民者への支援がある。サ
ービス内容は、a)すぐに仕事を探さないとい



けない人のための支援、b)移民などの家族
（貧困な子ども）のための支援、c)健康状態
が悪い人への支援の３つであり、迅速なサー
ビスの提供が目標である。 
③ スウェーデンでの調査 
 スウェーデンでは、ストックホルム大学の
レナート・ミナス准教授から積極的労働市場
政策としてのアクティベーションにおける
国と地方自治体との役割分担、概要について 
知見を得た。労働市場に関する問題は国の責
任で有り、職業紹介所と社会保険庁が所管し
ている。失業保険を受給する資格がない者は
福祉事務所が所管する。アクティベーション
はそのなかにワークフェアとワークファー
ストが含まれている。また、公的扶助を受け
るための義務であり、国の機関に登録し、就
労支援プログラムに参加しなければならな
い。給付額は少額であり、自治体から追加給
付がされる。住宅手当などは国による給付が
される。分権的管理により自治体ではワンス
テップの支援を望んでいるが、国ではトップ
ダウンを志向するため、連携は上手く行って
いないのが実情である。ウプサラ・モデルで
は、受給者に就労を強制し、受給期間を有期
とするなどの問題が指摘されている。 
 なお、ストックホルム市のローゼンランズ
ガサン地区ジョブセンターの視察では、受給
者の再受給が多いことが明らかになった。 
④ フィンランドでの調査 
 フィンランドでは、Kela （フィンランド
社会保険研究所）を視察し、Oli Kangas教授
から 2017 年実施予定のベーシックインカム
実験案について知見を得た。また雇用産業省
の政策担当者からは、失業者や非正規雇用者
に対する積極的労働政策についての説明を
受けた。就労支援の先進地バンタ市の
RAHOS「TYP」の視察では、保健と雇用等
のワンストップ型支援の重要性について、日
本の生活困窮者自立支援に示唆的な知見を
得ることが出来た。 
⑤ アメリカでの調査 
 アメリカでは、かつて「民主主義の実験室」
と称されたウイスコンシン州ミルウォーキ
ー市に TANF の窓口である非営利組織
UMOSを視察した。ワークフェアの最前線で
ある Wisconsin Works（W2）の導入による
財政面の悪影響が出ていることが分かった。 
 また、シカゴ大学の Evelyn.B 教授からは、
Workforce Innovation and opportunity Act
（WIOA :2014）について知見を得た。1) 訓
練によって労働スキルが上がること、2) 資格
が取れること、3) サービスを支給する優先順
位が決められていること、4) トレーニングを
受けながら給料をもらうことができること
の特徴が分かった。そして、民間委託が進ん
でいるが自治体も混じって競争することが
できるものとなっている。 
（4）考察 
 本研究で得られた知見の 1点目は、生活保
護制度及び生活困窮者自立支援制度の就労

支援に関して、韓国の雇用福祉プラスセンタ
ーやノルウェーの NAV やフィンランドの
RAHOS のような福祉と雇用を一体化した新た
な機関・施設が早急に必要であることである。
その際、韓国のインジウス社の事例から支援
先を民間に委託した場合にその成功報酬が
高くなれば被支援者の選別が行われ、低く
なれば撤退する可能性が強いということの
示唆である。2 点目は、就労支援の対象に
なり得ない要援護者及び生活困窮者につい
ては、希望ケアシステムのような尊厳を確
保するようなシステム求められることであ
る。3 点目は、いずれの国においても生活
保護受給者の増加に対して就労支援が重要
課題となっていて、非営利組織が研究者と
の連携を取りながら積極的に就労支援の受
託先として活性していることである。そし
て、4 点目は、日本における就労支援が自
治体レベルで極めて低調であることと、専
門職の養成・雇用が焦眉の課題であること
である。 
 以上から、①厚生労働省で導入された
KPI 評価については見直しを要すること。
②就労支援の委託先として、健全な非営利
組織を育成する必要があること。③尊厳在
る就労と生活者としての尊厳を保証するた
めに、要援護者や生活困窮者については地
域のなかに居場所の確保が必要であること。
そして、④社会貢献事業を運営する非営利
組織については、公的な支援のシステム構
築が求められ、一方行政にも社会福祉と就
労の専門職の配置をきちんと整備すること
が課題である。 
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